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１．研究背景 

 土構造物が崩壊した場合，早期・低コスト・強化復旧

が求められるが，表 1 に示す通り，鉄道土構造物（盛土，

擁壁）の構築に適用可能な盛土材料には厳格な規定が設

定されている．このため，購入土により復旧が行われる

ことが多く，早期復旧の制約となっている．そこで，筆

者らは，現行の材料・施工管理規定のもとで実現される

盛土の性能を明らかにすることで，使用できる盛土材料

を拡張するための新しい施工管理指標を提案することを目的として研究を

進めている．筆者らは，締固め度および締固め時の飽和度を系統的に変化さ

せた三軸圧縮試験 2）を行い，締固め条件が強度および剛性に及ぼす影響につ

いて分析し，締固め度を高めることで「鉄道構造物等設計標準・同解説 土

構造物 1)（以下，「土構造標準」）」で規定される下位の土質材料でも上位材料

相当の強度や剛性を得られる可能性があることを示した．そこで本稿では，

三軸試験結果から締固め度 Dc と締固め時の飽和度 Sr を関数とした強度評

価式および，評価式を用いた盛土の施工管理方法について提案する． 

２．三軸圧縮試験 

工学的分類における A群～C 群の複数の地盤材料を用いて，直径 70mm，高

さ 150mm の供試体を製作し，所定の拘束圧（50kPa・100kPa・150kPa）まで

等方圧密した後に，不飽和状態のまま排気・排水条件にて，鉛直軸ひずみ速

度を 0.05%/min で鉛直軸ひずみ 15％まで単調に載荷した．供試体作製時の

飽和度は，最大乾燥密度ρdmax が得られる最適飽和度 Sropt3)，それよりも乾

燥側の SrL，湿潤側の SrUおよび最適含水比 woptとした．また，一部の材料に

ついては，供用中の盛土が降雨により飽和した状態を想定し，所定の飽和度

で供試体を作成した後に飽和条件でも試験を実施した． 

３．強度の定式化 

三軸圧縮試験の結果から，盛土材料の特性に応じて締固め効果を定量的に

評価可能な強度算定式を提案する．図 1 に B 群材料（SF）における一部ケ

ースのせん断過程の軸差応力と軸ひずみの関係を示す．この図から，締固め

度 Dc を高めることで強度は増加し，また，締固め時の飽和度が高ければ強

度は低下していることがわかる．つまり，強度特性に締固め時の締固め度 Dcおよび飽和度 Srが土の変形強度

特性に大きな影響を与えることがわかる．また，図 2 には，φpeak と締固め度 Dc の関係を飽和度ごとに整理

した結果を示す．なお，φpeakは最大軸差応力においてφpeak =sin-1(σ1—σ3)/(σ1＋σ3)として求めた．この図

から、Sr 一定の場合のφpeak は概ね Dc の増加に対して線形的に増加することがわかり、図 2 中に示す式で Sr

および Dcを関数として表現可能である。また，定式化においては，拘束圧の影響を考慮するために，拘束圧 
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図 1 q-εv関係 

図 2 φpeak-Dc 関係 
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ランク
上部盛土に使用できる盛土材料 締固め管理規定

Ⅰ

・〔A群〕
・安定処理した〔B群〕（細粒分の少な
い材料に限る）
・産業副産物である再生資源等

締固め密度比の平均値：95%以上
（下限値92%以上）

かつ，K30の平均値：110MN/m3以上
（下限値70MN/ m3）

Ⅱ
・〔A群〕，〔B群〕
・安定処理した〔C群〕〔D1群〕〔V群〕
・産業副産物である再生資源等

締固め密度比の平均値：90%以上
（下限値87%以上）

かつ，K30の平均値：70MN/m3以上
（下限値50MN/m3）

またはK30の平均値：110MN/ m3以上
（下限値70MN/m3）

表 1 材料・施工管理規定の抜粋 1） 
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50kPa を基本とした補正係数を考慮した．図 3 に関係式を用いたφpeak

の計算値と三軸試験から得られたφpeakの関係を示す．この結果から，計

算値と実験値の差は概ね 10%前後となっており，提案した関係式によっ

て強度を評価可能であることがわかる．なお，不適合材料の一部で実験

値と計算値の差分が大きいものがあるが，これは飽和度 100%の場合の

算出結果である．ここで，図 4 は不飽和時のφpeak に対する飽和時のφ

peak の比と，最適飽和度と供試体作成時の飽和度の差分の関係を示して

いるが，φpeak（飽和）／φpeak（不飽和）の値は１を下回っており，そ

の傾向は B 群材料に比べて C 群材料の方が強い．このことから，C 群材

料を盛土に用いる場合には，飽和時の強度低下に配慮して締固め度を設定

することや，排水対策を的確に行う等の対応が必要と考えられる． 

また，B 群（GFS）について，同じ B 群の別試料から求まる数式を用い

て算出した結果と，三軸試験から得られた値との比較を図 5 に示す．その

結果，同じ群分類であれば差はそれほど大きくないことがわかり，群分類

毎の代表的な強度評価式を作成可能であることを示唆している．これらの

結果より定式化した B 群（砂，礫）および C 群材料の強度評価式を表 2

に示す． 

４．施工管理法の提案 

前述の強度評価式を用いた盛土崩壊時の施工管理フローを図 6 に示す．

まず，崩壊した盛土材料の物理試験を実施し，崩壊土砂の土粒子密度・粒

度分布・含水比・締固め特性などの物理特性を把握する．続いて，粒度分

布から判定される群分類に応じた強度評価式を用いて，要求される強度に

対する必要締固め度を算出する．なお，崩壊した土砂が土構造標準におけ

る適用材料である場合には，必要締固め度は土構造標準によることとして

良い．続いて，崩壊土砂の含水状態に応じ

た使用可否判断を行う．土砂が高含水比と

なっている場合には，必要締固め度に達す

ることができず過転圧となる場合がある

ため，必要に応じて含水比調整を行う．上

記の方法を用いることで，従来，土構造標準にて不適合材料とされていた C

群材料についても，必要強度を確保できる場合には，盛土に利用可能となる． 

５．まとめ 

本稿では土構造物の被災時復旧の低コスト化を目的として，地盤材料の特

性に応じた新しい施工管理指標を提案することを目標とし，地盤材料の分類

に応じて締固め効果を定量化し，締め固められた盛土材料の強度評価法を提

案した．また，提案した強度評価法を活用し，盛土の施工管理手法を構築し

た．なお，本研究は国土交通省の鉄道技術開発費補助金を受けて実施した． 

参考文献 1) 丸善：鉄道構造物等設計標準・同解説 土構造物，2005 2)藤

本ら：三軸圧縮試験による鉄道盛土の締固め度と剛性及び強度に関する検討,第

55 回地盤工学研究発表会, 2020. 3)龍岡ら：盛土の締固め管理における飽和度
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図 5 他試料の関係式による 

算出結果 
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群分類 強度評価式 

B 群材料（砂） φpeak =（σ3/50）－0.1833 × 0.0093（239.3-Sr）×（Dc-63.0） 

B 群材料（礫） φpeak =（σ3/50）－0.1658 × 0.0107（212.9-Sr）×（Dc -55.9） 

C 群材料  φpeak  =（σ3/50）－0.1880 × 0.0091（248.0-Sr）×（Dc -60.8） 

表 2 強度評価式 

図 3 計算値と実験値の比較 
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図 4 飽和による強度残留率 
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図 6 施工管理フロー 
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